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1第 節 電気通信事業

SECTION 01
1 電気通信市場　

0

100,000

200,000

2004200320022001

（億円） 

※　電気通信サービスに係る売上高を集計 

総務省「通信産業基本調査」により作成 

（年度） 
（速報値） 

161,403

145,767

162,195

190,554

図表2-1-1 電気通信事業の売上高※の推移

各社資料により作成 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） 

2005

2004

2003

2002

2001

2000

（年度） 

51.2 48.8

46.4 53.6

44.9 55.1

42.0 58.0

42.3 57.7

42.7 57.3

固定通信 移動通信 

図表2-1-2 主要電気通信事業者の固定通信と移動通
信の売上比率
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58.4 6.06.5 29.1

72.3 10.1 7.3 10.3

68.0 16.8 6.4 8.8

66.1 19.5 5.7 8.7

総務省「通信産業基本調査」により作成 

（年度） 
0 20 40 60 80 100

2004

2003

2002

2001

（％） 

※　2003年度までは、改正前の電気通信事業法に基づく第一種電気通信事業にお
ける売上高 

音声伝送役務 データ伝送役務 
専用役務 その他 

図表2-1-3 売上高における役務別比率の推移

（円 /人） 

各社資料により作成 

（年度） 

8,235
7,853 7,570

7,0041,346
1,607

1,805
1,740

6,889
6,245

5,766
5,263

6,769

1,867

4,902

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

20052004200320022001

音声ARPU データARPU

図表2-1-4 携帯電話の1契約当たりの売上高における
役務別比率の推移

電気通信事業者数 

インターネットサービス 
提供事業者数 

4,726 

1,703

6,024 

2,661

6,780 

3,365

7,900 

4,234

9,350 

5,612

10,520 

6,741

11,318 

7,527

12,518 

8,860

13,090 

9,111

13,774 

9,681

（年度末） 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

（社） 

図表2-1-5 電気通信事業者数の推移

1 概況

2 電気通信サービス

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

IP電話 

移動通信 

固定通信 

2005200420032002200120001999199819971996

（万加入） 

（年度） 

2,691

3,826

4,731 5,685

 6,678
7,482

8,112
8,665

9,147
9,648

6,264 6,285 6,263  6,223

 6,196

6,133 6,077 6,022 5,961 5,808

1,146
831

528

図表2-1-6 固定通信と移動通信の加入者数の推移
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20052004200320022001200019991998199719961995
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

6,111 6,153 6,045
5,856

5,555
5,226 5,100 5,116 5,159 5,163 5,058

53 111 240
 407

668
970 1,033 961 863 798 750

（万加入） 

（年度末）

ISDN加入電話 

図表2-1-7 加入電話とISDNの加入者数の推移

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

2005

2004

2003

2002

2001

2000

2,000 1,000 0

（年度末） 

（万加入） 

東・西NTT資料により作成 

ISDN（事務用） 
加入電話（住宅用） 
ISDN（住宅用） 

加入電話（事務用） 

506 
 

1,349  3,860 450 
 

568 1,237 3,837 455 
 

586 1,175 3,898 368

584 
 

1,129 3,966 272

579 
 

561 
 
 

1,082

1,022

3,950 210

3,669 166 
 

図表2-1-8 NTT固定電話サービスの推移

１事務用と住宅用の加入者数は東・西NTTに関する状況のみを示している
２一部事業者については、音声定額制プランや高速データ通信機能を生かしたインターネットサービスにより加入者数を対前年度比約28.4％増（約
86万加入増）と急激に伸ばしている
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※　2000年度以前は東・西NTT、日本テレコム及びKDDI（1998年11月以前は、日本高速通信）、2001年度は東・西NTT及び日本テレコム、2002年度以降は東・西
NTTの合計 

 
各社資料により作成 

（万台） 

（年度末） 

82.9 83.3 83.1 82.7 82.1 80.2 80.1 79.5 77.8 75.5 73.7 70.7 68.1

58.4
50.3

44.2
39.3

図表2-1-9 公衆電話施設数の推移

※　アナログ公衆電話には、赤電話、青電話及び黄電話を含む 
※　東・西NTTはICカード型を2005年度末で終了 

東・西NTT資料により作成 
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35,469 
765,303 
800,772

0 
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0 
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793,870

0 
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777,200

217 
115,421 
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101,010 
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98,716 
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111,661 
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図表2-1-10 東・西NTTにおける公衆電話施設構成比の推移

（年度末） 

NCC比率（％） 

1,020.4 
587.3 
51.6％ 

2,087.7 
1,067.3 
47.5％ 

3,152.7 
1,065.0 
43.0％ 

4,153.0 
1,000.3 
42.5％ 

5,113.9 
960.9 
42.6％ 

6,094.2 
980.3 
40.9％ 

6,912.1 
817.9 
41.0％ 

7,565.7 
653.6 
42.0％ 

8,152.0 
586.3 
43.6%

8,699.7 
547.7 
44.9 %

9,179.2 
479.5 
44.3%

加入者数（万加入） 
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20052004200320022001200019991998199719961995

（社）電気通信事業者協会資料により作成 

加入者数 
純増数 
NCC比率 

・・・・・・・・・・・・・・・ ・・ 

・・ 

・・・ 

・・ 

・・ 

・・・ 

・・ 

・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・ 

・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

図表2-1-11 携帯電話の加入者数の推移
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469.2447.6
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569.9587.7570.7577.8

672.7

603.0

150.8

（社）電気通信事業者協会資料により作成 

図表2-1-12 PHSの加入者数の推移

（万加入） 

（社）電気通信事業者協会資料により作成 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2006・3 （年・月） 2005・32004・32003・32002・3

4,833

2,183

2,650

3,035

1,793

1,242

1,669

318

1,351716

36
681

8.9
0
8.9

W-CDMA CDMA2000

図表2-1-13 第3世代携帯電話加入者数の推移
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（契約） 

※　衛星移動通信サービス契約数は、イリジウム、オーブコム、オムニトラックス、N-STAR、インマルサット（船舶地球局、航空機地球局及び携帯移動地球局）の合計 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2005（年度末） 200420032002200120001999199819971996

49,544

55,206

45,180
41,73740,75339,130

34,149

28,953

20,656

11,287

図表2-1-14 衛星移動通信サービス契約数の推移

 
運用者／事業者 
 

サービスエリア 
 
サービス内容

 
 
サービス開始 
高度（軌道） 
衛星数 

衛星名 インマルサット N-STAR オーブコム 

インマルサット 
（日本ではKDDI） 

 

全世界 
 

電話、テレックス、 
ファクシミリ、データ通信 

1982年2月 
約36,000km（静止） 
4+5（予備） 

 
NTTドコモ 

 
全国及び日本沿岸海域 
並びにこれらの上空 
電話、ファクシミリ、 

データ通信 
1996年3月 

約36,000km（静止） 
2+1（予備） 

オーブコム 
（日本ではオーブコムジャパン）

 

 
全世界 
 

データ通信 
 

1999年3月 
825km（周回） 

30

イリジウム 
米イリジウム 

（日本ではKDDIネットワーク 
＆ソリューションズ） 

全世界 
 

音声、データ通信、 
ページング、測位 
2005年6月 

780km（周回） 
66+13（予備） 

 

図表2-1-15 衛星を利用した移動通信システムの概要

３050-××××-××××の11桁で利用される番号
４03-××××-××××等の10桁で利用される番号
５「0AB～J型IP電話」には、東・西NTTの「ひかり電話」、KDDI「光プラス電話」、ケイ・オプティコムの「eo光電話」等がある。また、中継網を
IP化した0AB～J電話サービスもある
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（年・月末） 
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800

1,000

1,200

2006.32005.122005.92005.62005.32004.122004.92004.62004.32003.12

※　2003年度分については、「電気通信事業分野の競争状況の評価に関する平成16年度実施細目」に基づくアンケート調査により集計したもの 

総務省「IP電話の利用数の状況（2006年3月末）」により作成 

（万件） 

433.1 527.6
603.7

702.5
783.0 811.8 869.1

925.8
975.1

142.4

18.7 
32.3

51.0
85.2

830.5
901.4

976.7
1,060.4

1,145.7

1,003.3  
 

0AB～J型IP電話 050型IP電話 

図表2-1-16 IP電話の利用状況

品質等の基準は満たさないためIP電話として番号は付与されないものの、IP技術を利用したより安価なコ

ミュニケーションサービスとして最近普及が著しいのがPtoP（Peer to Peer）型IP電話である。PtoP型IP電

話は、インターネット上の発信者のパソコンと着信者のパソコンの通信（音声パケットの交換）であるた

め、事実上、世界中どこへでも無料通話が可能となる。最近では、テレビ電話タイプやパソコンに電話機

を接続できるタイプが提供されている。

PtoP型IP電話C O L U M N

（万回線） 
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25.5 
52.2 
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56.0 
20.6 
61.5 
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49.7 
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67.2 
135.0

44.5 
15.2 
62.6 
122.3

40.8 
12.5 
52.9 
106.2

37.4 
10.7 
44.1 
92.1
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図表2-1-17 国内専用回線数の推移
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（回線） 

0
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1,000

1,500

2,000

2004（年度末） 200320022001200019991998199719961995199419931992

1,170 1,2011,134

1,367

1,5771,619
1,696

1,8071,771
1,6911,6441,6761,654

※　音声級回線は、帯域品目で主に電話に利用されている 
※　電信級回線は、速度200bps以下の符号品目で主にテレタイプ通信、データ伝送に利用されている 
※　中・高速符号伝送用回線は、通信速度1,200bps～600Mbpsの回線で、主にデータ伝送、高速ファイル転送、テレビ会議に利用されている 
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図表2-1-18 国際専用回線数の推移
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図表2-1-19 IP-VPNサービス・広域イーサネットサービス契約数の推移
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3 電気通信の利用状況

（億回） 

0

500

1,000

1,500

2004（年度）20032002200120001999

1,300.0 
 
1,264.8

1,323.91,384.0
1,447.5

1,344.0

※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計（なお、2004年度集計から
IP電話を含む。） 

46.9 
333.9 
963.2 
1,344.0

35.9 
438.3 
973.3 
1,447.5

26.2 
452.4 
905.4 
1,384.0

22.2 
474.5 
827.2 
1,323.9

21.3 
504.4 
774.4 
1,300.0

17.2 
516.8 
730.7 
1,264.8

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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・・ 
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・・ 
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・・・ 

・・・・ 

・・ 
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図表2-1-20 通信回数の推移（発信端末別）

（億時間） 

2004（年度）20032002200120001999
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総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

1.0 
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61.5
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13.4 
55.7 
70.3
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49.4 
65.7

1.5 
16.0 
40.0 
57.5

2.3 
16.6 
33.2 
52.0

1.5 
16.7 
28.5 
46.7

※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計（なお、2004年度集計から
IP電話を含む。） 
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図表2-1-21 通信時間の推移（発信端末別）
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20042003200220012000

（分） 

（年度） 

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

※　IP電話は、2004年度から集計。そのため、2003年度以前の数値には含まれていない 

35分49秒 

26分40秒 

22分30秒 
20分25秒 

17分56秒 

5分34秒 
6分57秒 6分52秒 

8分30秒 

4分38秒 

10分24秒 11分23秒 

3分57秒 
3分8秒 

3分50秒 
3分16秒 

3分28秒 
3分28秒 

5分15秒 
3分16秒 

4分2秒 

IP電話 PHS携帯電話 ISDN加入電話 

図表2-1-22 1契約当たりの1日の通信時間の推移

６「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計（なお、2004年度集計からIP電話を含む。）
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（年度） 

【MA単位】 

0 20 40 60 80 100（％） 
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57.8 13.4 28.8
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61.0 13.6 25.3

60.1 14.4 25.5
（年度） 

【都道府県単位】 
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75.7 24.3

77.0 23.0

77.4 22.6

77.7 22.3
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総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

同一MA 隣接MA その他 県内 県外 

図表2-1-23 固定通信（加入電話・ISDN）の距離区分別通信回数構成比の推移

（年度） 

【携帯電話の距離区分別トラヒック】 

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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（年度） 

【PHSの距離区分別トラヒック】 
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図表2-1-24 携帯電話・PHSの距離区分別通信回数構成比の推移
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（億回） 

（時） 
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～24～23～22～21～20～19～18～17～16～15～14～13～12～11～10～9～8～7～6～5～4～3～2～1

固定 

移動 

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

図表2-1-25 固定通信と移動通信の時間帯別通信回数の比較

（百万時間） 
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固定 

移動 

0

50

100

150

200

250

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

図表2-1-26 固定通信と移動通信の時間帯別通信時間の比較

（秒） 

（時） ～24～23～22～21～20～19～18～17～16～15～14～13～12～11～10～9～8～7～6～5～4～3～2～1

固定 

移動 

0

50

100

150

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

図表2-1-27 固定通信と移動通信の平均通信時間の比較
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20,000 10,000

2004

2003

2002

2001

0 10,000 20,000 30,000
（百万回）

（年度） 
27,51218,257

23,79514,492

20,77612,210

17,52010,129

東・西NTT「電気通信役務通信量等状況報告」により作成 

住宅用 事務用 

図表2-1-28 事務用・住宅用の別で見た通信回数

0 50,000 100,000 150,000

2004年 

2003年 

2002年 

2001年 

250,000 200,000 150,000 100,000 50,000

2004

2003

2002

2001
（年度） 

（万時間） 

96,534199,580

79,155132,526

65,19795,187

48,04764,952

住宅用 事務用 

東・西NTT「電気通信役務通信量等状況報告」により作成 

図表2-1-29 事務用・住宅用の別で見た通信時間
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2004200320022001

東・西NTT「電気通信役務通信量等状況報告」により作成 

（秒） 

（年度） 

157

132

112

92

39
454851

事務用 住宅用 

図表2-1-30 事務用・住宅用の別で見た1通信当たり
の通信時間（平均保留時間）
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（年） 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

120,556 

43,912 

76,644 

3,610,841 

3.34

122,453 

48,829 

73,624 

3,650,436 

3.35

118,783 

51,034 

67,749 

3,631,473 

3.27

110,486 

54,828 

55,658 

3,673,550 

3.01

103,504 

64,894 

38,610 

3,704,298 

2.79

98,373 

69,791 

28,582 

3,805,600 

2.58

90,676 

－ 

－ 

3,876,091 

2.34

83,853 

－ 

－ 

3,938,235 

2.13

82,165 

－ 

－ 

3,999,759 

2.05

73,959 

－ 

－ 

3,946,187 

1.87

67,944 

－ 

－ 

3,948,741 

1.72

電話通信料  

 　（うち）固定電話通信料 

　 （うち）移動電話通信料 

世帯消費支出  

世帯消費に占める 
電話通信料の割合（％）  

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成 

図表2-1-31 電話通信料の推移と世帯支出に占める割合

（円） 

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成 

0

50,000

100,000

150,000

70～ （歳） 60～6950～5940～4930～39～29

109,961
117,533

104,265

55,886

96,447

128,398

99,708

122,340

100,521

38,291

17,561
15,538

14,771
10,082

6,423

89,173

75,932

106,374
115,720

90,129

62,164

29,709
34,253

21,174
11,822

43,382

67,282

84,639
93,16190,650

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 

図表2-1-32 世帯主年齢別の移動電話通信料への年間世帯支出の推移
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1 国内料金

4 電気通信料金

200520042003200220012000

日本銀行「企業向けサービス価格指数」により作成 
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企業向けサービス価格指数（2000年基準）における 
移動通信料金水準の推移 
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図表2-1-33 日本銀行「企業向けサービス価格指数」による料金の推移
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（料金：円） 

10円 
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8円（プラチナライン） 

市内通話　昼間3分当たりの通話料（NTT） 

テレコムデータブック2006、NTT資料により作成 

図表2-1-34 東・西NTT加入電話の市内通話の料金水準の推移
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0

5,000

10,000
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20,000

25,000

30,000

（料金：円） 携帯電話　月額基本使用料の推移（NTTドコモの標準的なプラン） 

1989.31985.7 1991.3 1994.4
1994.10

1995.11
1997.1

1997.6
1998.12

1999.6 2001.6 2003.11
2004.6

2005.11

～1994年3月　  アナログ式  
1994年4月～　  デジタル（800M)  
2005年11月～　mova・FOMA共通  
の標準的な料金を示す 

 

テレコムデータブック2006、NTT資料により作成 

IDO、セルラー参入 

デジタル化、  
端末売り切り制 

パケット  
定額制 

iモード開始 無料通話分600円を 
含むプラン 

通話料2ヶ月 
くりこし 

30,000円 

18,000円 

15,000円 
13,000円 

8,800円 

7,800円 
6,800円 

5,800円 
4,900円 

4,600円 
4,500円 

図表2-1-36 携帯電話の基本料金の推移
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東京～大阪　昼間3分当たりの通話料（NTT、NTTコミュニケーションズ） 
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400円 
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テレコムデータブック2006、NTT資料により作成 

図表2-1-35 東・西NTT加入電話の長距離通話の料金水準の推移
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（円） （円） 

【住宅用の加入時一時金、基本料金】 【市内・長距離通話料金（平日12時の3分間の料金）】 

8.5

1,610

36,800
1,700

5,882

12,828

6,374
1,622

1,795

1,871

3,574

7,162

2,099

80

10
125

15

22
47

15

43

20

14

20

40,000 15,000 10,000 5,000 0 0 50 100 150

※　米国及びフランスでは基本料についてユニバーサルサービス基金等による補てんがある　 
※　市内・長距離通話料金は、平日12時に3分間通話した場合の料金。長距離通話料金は、最遠距離区分による 
 

総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

ジュネーブ 

デュッセルドルフ 

パリ 

ロンドン 

ニューヨーク 

東京 

加入時一時金 基本料金（住宅用） 市内通話料金 長距離通話料金 

図表2-1-37 個別料金による国内電話料金の国際比較（2004年度）

【デジタル1.5Mbps】 
（万円／月） 

15.2

19.4

11.3

23.9

17.8

27.3

18.2

27.4

18.3
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デュッセルドルフ 

パリ 

ロンドン 

ニューヨーク 

東京 
36.6

※　都市によりバックアップ及び故障復旧対応等のサービス品質水準が異なる場合
がある 

 
総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

15km 50km

図表2-1-38 個別料金による国内専用線料金の国際比
較（2004年度）

※　電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、我が国における利用パター
ンを基に、1月当たり通話106分、メール100通、データ39,000パケットを
利用した場合の各国の料金を比較した 

※　ただし、携帯電話の料金体系は基本料金に定額利用分を組み込んだ様々なパッケ
ージ型のものが主流であり、利用パターンや使用量によって順位が変わることが
ある 

 
総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 
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（百円／月）
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10 14
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6222

6 12 55

24 65

音声 メール データ 

図表2-1-39 東京モデルによる携帯電話料金の国際比
較（2004年度）
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※　料金の算出に当たっては、各都市において利用可能な最安料金時間帯の3分間に
換算 

 
総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180（円） 

東京←→ 
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東京←→ 
　　　デュッセルドルフ 

東京←→パリ 

東京←→ロンドン 

東京←→ 
　　　ニューヨーク 

32

36
80

111
80

15
80

50

170

50

各都市から東京へ 東京から各都市へ 

図表2-1-40 個別料金による東京・各都市間での国際
電話料金（2004年度）
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（円） 

「情報通信ハンドブック2006年版」及び総務省資料により作成 
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4.50
4.78 4.80

5.79

5.18

6.17

5.32

7.09

5.05

6.84

市内交換機 市外交換機 

図表2-1-41 NTTアクセスチャージの推移（加入電話
3分当たり）

総務省「平成16年度電気通信事業分野における競争状況の評価」及び
NTTドコモ報道発表資料（2006年3月9日）により作成 
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会社内接続 会社外接続 

図表2-1-42 NTTドコモの接続料の推移

７会社外接続料は、複数のドコモ地域会社を経由する通話に適用。会社内接続料はそれ以外の通話に適用
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1 加入者系ネットワーク

2 通信衛星
3 無線局

※　主要エリアは、加入者の50％以上が事業所であるエリア 

全エリア 

 主要エリア（ビジネスエリア） 

全エリア 

 主要エリア（ビジネスエリア） 

 その他 

全国 

人口10万以上の都 
市等 

政令指定都市及び 
県庁所在地級都市 

区分 

カバー率 年度末 

2005

95 

98 

90 

89 

69 

86

2004

95 

98 

88 

89 

65 

84

200320022001200019991998199719961995

94 

97 

86 

87 

59 

80

89 

97 

73 

85 

49 

72

77 

95 

54 

77 

38 

59

61 

94 

40 

72 

22 

43

56 

93 

31 

72 

14 

36

44 

92 

22 

69 

8 

27

34 

89 

13 

59 

6 

19

28 

74 

11 

48 

5 

16

21 

47 

11 

23 

3 

13 

（％）

図表2-1-43 都市規模別光ファイバ網カバー率の推移

5 電気通信ネットワーク
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（万局） （％） 

※1　陸上移動局：陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局（携帯電話端末等） 
※2　簡易無線局：簡易な無線通信を行う無線局（パーソナル無線等） 

2005（年度末） 20042003200220012000199919981997199619951994
0

20

40

60

80

100

777 
136 
133 
8 
30 
71.8％ 

1,419 
135 
117 
30 
30 
82.0％ 

2,598 
130 
110 
53 
31 
88.9％ 

3,619 
122 
102 
73 
31 
91.7％ 

4,381 
111 
94 
79 
32 
93.3％ 

5,445 
101 
86 
84 
32 
93.3％ 

6,379 
90 
74 
82 
33 
95.8％ 

7,171 
81 
71 
79 
33 
96.4％ 

7,793 
72 
67 
76 
33 
96.9％ 

8,499 
66 
65 
74 
33 
97.3％ 

9,439 
60 
64 
67 
34 
97.7％ 

10,212 
56 
65 
62 
36 
97.9％ 

1,083
1,732

2,921

3,948
4,697

5,748

6,657
7,435

8,042
8,737

9,664
10,430

97.7％ 97.9％ 97.3％ 96.9％ 96.4％ 95.8％ 
93.3％ 93.3％ 91.7％ 88.9％ 

82.0％ 

71.8％ 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

陸上移動局※1 
アマチュア局 
簡易無線局※2 
基地局 
その他 
陸上移動局の割合 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・ 

図表2-1-45 無線局数の推移

※1　通信衛星については、現用衛星を掲載 
※2　N-SAT-110については、ジェイサットがJCSAT-110、宇宙通信がスーパーバードD号機と呼称 

通信衛星※1 JCSAT-1B 

JCSAT-2Ａ 

JCSAT-3 

JCSAT-4A 

N-STARa 
 

N-STARb 
 

N-SAT-110※２ 
 

スーパーバードA 

スーパーバードC 

スーパーバードB2 

PAS-2 

PAS-4R 

PAS-8

ジェイサット 

 

 

 

ジェイサット 
NTT東日本 
NTT西日本 
NTTドコモ  

ジェイサット 
宇宙通信 

宇宙通信 

 

 

パンアムサット・イ
ンターナショナル・
システムズ・エルエ
ルシー（米） 

 

－ 

16 

12 

－ 

6 
 

6 
 

－ 
 

－ 

－ 

－ 

16 

24 

24

32 

16 

28 

32 

8 
 

8 
 

24 
 

23 

24 

23 

16 

24 

24

－ 

－ 

－ 

－ 

Ka(11) 
S(1) 

Ka(11) 
S(1) 

－ 
 

Ka(3) 

－ 

Ka(6) 

－ 

－ 

－ 

Cバンド Kuバンド 

トランスポンダ数 
区分 衛星の名称 運用会社 

その他 

図表2-1-44 国内サービスに使用中の主な静止衛星の概要（2005年度末）




